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特別損失の計上及び業績予想の修正 

並びに経営合理化の取組に関するお知らせ 
 
当社は、平成２３年３月期決算において、下記の通り特別損失の計上をいたしますので、そ

の概要をお知らせしますとともに、最近の業績の動向等を踏まえ、平成２２年１１月２日に公

表いたしました平成２３年３月期通期の業績予想につきましても、下記のとおり修正いたしま

す。 
また、現在取り組んでおります収益改善の為の経営合理化策につきましても、お知らせいた

します。 
 

記 
 
１．特別損失９９７百万円の計上について 
 主なものは以下の通りです。 
  
①建設機材処分損 

  今後の建設市場の規模を勘案し、建設機材の品種構成の見直しを行い、適正保有化を図る

為、今後も高稼働が見込めない一部建設機材の処分を行い、処分損３４５百万円を計上い

たします。 
②固定資産の減損損失 

全社の中核店である東京本店の工場である、市原（第１、第２の２工場）、成田両工場に

ついて、現在の業界環境に見合った整備・加工体制を構築する為、成田工場の機能を全て

市原工場に集約化し、スリムで効率的な整備・加工体制を構築し、売上原価の圧縮を図り

ます。その結果、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、成田工場が遊休資産となる

こと、また、その他一部遊休土地と合わせ、減損損失として３６２百万円を計上いたしま

す。 
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③特別退職一時金 
  組織の効率化及び要員の適正化を目的に、希望退職者募集を行った結果、応募者に対する

特別退職一時金等として７６百万円を計上いたします。 
④訴訟損失引当金 
 現在係争中の訴訟に対する損失に備えるため、損失見込額６０百万円を計上いたします。 

 ⑤地震災害損失引当金 
  「東北地方太平洋沖地震」により損害が発生した「仙台ヤード」について、現時点（平成

２３年３月２３日現在）で判明している損失見込額１３５百万円を計上いたします。 
  尚、損害額の詳細につきましては、今後精査を行い、確定した段階で改めて公表いたしま

す。 
 
２．業績予想の修正 
①平成２３年３月期通期連結業績予想数値の修正(平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日) 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり  

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円

16,500
百万円

△460
百万円

△400
百万円 

△250 
円 銭

△7.49
今回発表予想（Ｂ） 16,500 △530 △480 △1,350 △40.42
増 減 額 （ Ｂ - Ａ ） ― △70 △80 △1,100 ―

増 減 率 （ ％ ） ― ― ― ― ―

（ご参考）前期実績 
（平成 22 年３月期） 19,587 210 254

 
168 5.03

 
②修正の理由 

当社グループを取り巻く建設市場の環境は厳しい状況で推移しており、当重仮設業界も

競争激化を余儀なくされ、賃貸価格・販売価格の低迷とともに、今回の「東北地方太平洋

沖地震」の影響による建設機材の一部入出庫遅れの発生もあり、加えて今回「１．特別損

失の計上について」に記載のとおり９９７百万円の特別損失を計上する見込であるため、

今回業績予想数値を修正いたします。 
 

３．経営合理化策 
平成２３年３月期業績予想の修正を踏まえ、当社は、来年度以降安定的持続的に収益を計

上出来るよう、以下をはじめとした経営合理化・効率化を行い、収益基盤強化を図ります。 
 
 ①減耗費用の削減 

建設機材の品種構成の見直しによる建設機材処分損計上により、売上原価において大き

な比重を占めている建設機材減耗費の圧縮を図ります。 
 
②工場拠点の集約化 

今回の成田工場機能の市原工場への集約化により、工場経費の圧縮を図ります。 
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 ③人員スリム化 
   組織の効率化と要員の適正化の為、今般実施した希望退職者募集に加え、平成２２年度

における社員の通常退職による自然減と合わせ、人件費の大幅削減を実施します。 
  
 当社は既に様々なコスト削減に取り組んでまいりましたが、上記をはじめとした経営合理化

策の取組などにより、当社グループとして平成２３年度は平成２２年度対比売上原価、販管費

削減効果を中心として約６億円の改善を見込んでおります。 
 
 尚、平成２２年４月に公表しました「ヒロセ株式会社との業務提携」の下、一部地域でスタ

ートした「建設機材の相互補完供給体制」は既に全国規模での展開を行っており、収益向上の

施策のひとつとして、これを更に推進いたします。 
 
注）本資料に記載した業績予想数値は、本資料の発表日現在において当社が入手可能な情報に

基づき作成したものであり、実際の業績は様々な要因により上記予想数値とは異なる可能性が

あります。 
 
 

以  上 
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